
地方分権改革に関する地方公共団体からの提案について 

 

 

１．地方分権改革に関する提案募集の概要 

◯地方の個性を生かした自立的な地域づくりを推進するため、平成２６年度以降、地

方分権改革に関する提案を広く募集し、その実現に向けて検討を行う「提案募集

方式」を導入。 

◯毎年、都道府県・市区町村等から、「地方公共団体への事務・権限の移譲」、「地方

に対する規制緩和」に関する提案を内閣府において受け付け、関係府省と調整を

行う。 

◯特に重要と考えられる提案については、内閣府の有識者会議において調査・審議

を行いつつ検討を進め、年末までに提案に関する対応方針を閣議決定する。また、

法律改正により措置すべき事項については、所要の法律案を国会に提出する。 

 

（提案募集のプロセス） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．平成２９年度の提案について 

◯「文化財保護に関する事務の所管」について、鳥取県・山口県・徳島県及び大分県

より、教育委員会と首長部局の選択性を可能とする制度改正を求める提案がなさ

れた。 

◯各県からの提案概要等は別紙参照。 

 

地方公共団体 内閣府 関係府省 

提案 検討要請 

回答 一次回答 

回答への見解 再検討要請 

再回答 二次回答 

閣議決定 

参考資料６ 
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